
（単位：円）

【 590,856,503 】 【 137,149,533 】

0 113,123,841

448,795,103 296,500

普 通 預 金 268,795,103 0

定 期 預 金 180,000,000 465,317

134,268,604 337,875

5,998,013 22,926,000

1,404,900 【 21,068,793 】

51,317 19,618,793

337,875 1,450,000

691

【 194,332,596 】

( 165,198,979 ) 158,218,326

機 械 装 置 136,774,680

機 械 装 置 136,774,680 【 626,970,773 】

一括機械装置 0

車 輌 運 搬 具 4,442,752 100,000,000

器 具 備 品 196,873,057 53,440,000

器 具 備 品 196,641,722 ( 473,530,773 )

一括器具備品 231,335

建 物 ・ 構 築 物 52,884,150 その他利益剰余金 473,530,773

減 価 償 却 累 計 額 ▲ 225,775,660 電算開発準備金 200,000,000

( 20,720,917 ) 任 意 積 立 金 132,000,000

ソ フ ト ウ エ ア 20,720,917 繰越利益剰余金 141,530,773

（投資その他の資産） ( 8,412,700 )

外 部 出 資 7,550,000

回 転 出 資 金 0

30,948

831,752

繰 延 資 産 0 626,970,773

785,189,099 785,189,099

資　産　の　部 負　債　の　部

  貸　借　対　照　表

令和３年　３月３１日現在

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

現 金 未 払 金

預 金 未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

仮 受 金

未 収 金 前 受 収 益

棚 卸 資 産 賞 与 引 当 金

従 業 員 貸 付 金 【 固 定 負 債 】

仮 払 金 退 職 給 与 引 当 金

前 払 費 用 役員退任給与引当金

資 産 合 計 負債及び純資産合計

（ 有 形 固 定 資 産 ）

【 株 主 資 本 】

資 本 金

差 入 保 証 金

（ 利 益 剰 余 金 ）

（ 無 形 固 定 資 産 ）

自動車ﾘｻｲｸ ﾙ預託金

資 本 準 備 金

未 収 収 益

負 債 合 計

【 固 定 資 産 】

純　資　産　の　部

純 資 産 合 計



１．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

２．重要な会計方針

　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　評価基準は最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産（建物・構築物） 法人税法の規定による定額法

　　　　有形固定資産（建物・構築物以外） 法人税法の規定による定率法

　　　　無形固定資産 法人税法の規定による定額法

　（３）引当金の計上方法

　　　　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、給与規則に基づく、支給見込

額の当期負担額を計上しています。

　　　　退職給与引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給与規程に基づく期末要

支給額により計上しています。

また、退職給与引当金のほか一般財団法人　全国農林漁業団体

共済会へ ９９，３７９，７８３円 を積立てています。

　　　　役員退任給与引当金 役員の退任給付に備えるため、役員退任給与引当金規程に基づ

く退任の給付額を計上しています。

　（４）リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については

　　　　通常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　（５）消費税等の会計処理

　　　　消費税の会計処理は、税引き方式によっています。

　（６）株主資本変動計算書に関する注記

　　　　発行済み株式の数 　１５，３４４　株

　（７）リース契約により使用する重要な固定資産

ホスト（大型コンピュータ）一式

個別注記表

自　令和　２年　４月　１日

至　令和　３年　３月３１日


